
 

附則様式（附則第２項関係） 

 

みなし運転期間延長認可報告書 

2025 年８月５日 

経済産業大臣 殿 

住所 福岡県福岡市中央区渡辺通二丁目１番 82号 

氏名    九 州 電 力 株 式 会 社 

代表取締役 社長執行役員 西山 勝 

 

脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律（令和５年法律

第44号）附則第２条第２項の規定に基づき、次のとおり提出します。 

旧認可を受けて運

転することができ

る期間を延長した

発電用原子炉を設

置する営業所 

名称  九州電力株式会社 

当該発電用原

子炉の名称 

 川内原子力発電所１号炉 

所在地  鹿児島県薩摩川内市久見崎町字片平山1765番地3 

旧認可により延長した期間 
7305日間（20年０日） 

（2024年７月４日から2044年７月３日まで） 

電話番号、電子メールアドレス 

その他の連絡先 

 電話番号：代表 092-761-3031 

 電子メールアドレス： 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 

枠囲いの範囲は、個人情報のため公開できません。 
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１．発電用原子炉の使用の目的に関する説明書 

 

 

川内原子力発電所１号炉について、電気事業法第二十七条の二十九の

二第四項第一号の要件を満たしていることを以下のとおり説明する。 
 
1.1 要件 

【電気事業法】 

第二十七条の二十九の二第四項第一号 

申請発電用原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないこと。  

 

1.1.1 取組状況 

(1)使用の目的等 

川内原子力発電所１号炉（以下「本原子炉」という。）の設置者である当社は、

電気事業法に基づく電気事業者であり、本原子炉は、商業発電に使用する目的で基

底負荷用として、昭和52年12月17日付けをもって設置の許可を得て、昭和59年７月

４日以降商業発電を行っている。 

本原子炉の型式は、濃縮ウラン、軽水減速、軽水冷却型（加圧水型）である。本原

子炉では、濃縮度約4.8wt%以下の低濃縮ウランを使用し、その燃料装荷量は約74tで

あり、標準的な取替方式では、年間予定使用量は約16tを見込んでおり、取替燃料集

合体平均燃焼度は約49,000MWd/tである。使用される核燃料物質はすべて国際規制物

資としての規制対象となっている。また、「川内原子力発電所核物質防護規定」に基

づき、特定核燃料物質の盗取等による不法な移転及び妨害破壊行為の防止を図って

いる。 

(2)使用済燃料の処分の方法 

使用済燃料の処分の方法については以下のとおり。 

ａ．使用済燃料は、原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の 

推進に関する法律（以下「再処理法」という。）に基づく再処理等拠出金の納付

先である使用済燃料再処理・廃炉推進機構から受託した、核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等規制法」という。）に基づく

指定を受けた国内再処理事業者において再処理を行うことを原則とし、再処理

されるまでの間、使用済燃料を適切に貯蔵・管理している。 

再処理法に基づき、使用済燃料の発生量に応じて再処理等拠出金を支払う義務

が課され、再処理等拠出金を納付した場合、再処理等について、原子炉等規制法

に基づく指定を受けた事業者等のみに対して委託され、着実に実施されることが

法により明確化されている。また、再処理等拠出金を納付した後であっても、再

処理事業者に引き渡されるまでの間は、脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制

の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律により改正される前の

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律に基づく拠出金
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を納付したものも含め、使用済燃料を適切に貯蔵・管理することとしている。 

海外において再処理が行われる場合は、我が国が原子力の平和利用に関する協

力のための協定を締結している国の再処理事業者においてのみ実施することと

している。 

また、海外再処理によって得られるプルトニウムは国内に持ち帰ることとして

おり、海外に移転しようとするときは、政府の承認を受けることとしている。 

ｂ．上記以外の取扱いを必要とする使用済燃料が生じた場合には、国内の再処理

事業者において再処理を行うことを原則とし、再処理されるまでの間、適切に

貯蔵・管理することとしている。 

再処理の委託先の確定は、燃料の炉内装荷前までに行い、政府の確認を受け

ることとしている。 

ただし、燃料の炉内装荷前までに使用済燃料の貯蔵・管理について政府の確

認を受けた場合、再処理の委託先については、搬出前までに政府の確認を受け

ることとしている。 

なお、国内再処理事業者へ再処理を委託する場合は、原子炉等規制法によ

り、再処理施設が平和の目的以外に利用されるおそれがなく、原子力規制委員

会の指定を受けている再処理事業者を委託先とする。 

海外再処理事業者へ再処理を委託する場合は、我が国が原子力の平和利用に

関する協力のための協定を締結している国の再処理事業者を委託先とする。 

 

以上のことから、本原子炉は、平和の目的以外に使用することはない。 

 

1.1.2 関連する社内規定等 

・九州電力株式会社 定款 

 

以上より、本原子炉は電気事業法第二十七条の二十九の二第四項第一

号に適合している。 

 

  



3 

 

２．設置許可の取消し等の処分に関する説明書 

 

 

本原子炉について、電気事業法第二十七条の二十九の二第四項第二号

の要件を満たしていることを以下のとおり説明する。 

 

2.1 要件 

【電気事業法】 

第二十七条の二十九の二第四項第二号 

その原子力発電事業者が原子炉等規制法第四十三条の三の五第一項の許可の取消

しを受けていないこと、申請発電用原子炉について原子炉等規制法第四十三条の三

の二十第二項の規定による運転の停止の命令を受けていないこと並びに申請発電

用原子炉に係る原子炉等規制法第四十三条の三の三十二第一項及び第三項の認可

の申請並びに同条第四項の認可の申請（同条第九項の規定による命令を受けて行う

ものに限る。）に対し不認可の処分がなされていないこと。 

 

2.1.1 取組状況 

（1）原子炉等規制法第四十三条の三の五第一項の許可の取消しについて 

本原子炉は、原子炉設置変更許可（原子炉等規制法第四十三条の

三の五第一項）の取消しを受けた事実はない。 

（2）原子炉等規制法第四十三条の三の二十第二項の運転の停止の命令に

ついて 

本原子炉は、原子炉等規制法第四十三条の三の二十第二項に基づ

く運転の停止の命令を受けた事実はない。 

（3）原子炉等規制法第四十三条の三の三十二に基づく不認可の処分につ

いて 

本原子炉は、原子炉等規制法第四十三条の三の三十二第一項及び

第三項の認可の申請並びに同条第四項の認可の申請（同条第九項の

規定による命令を受けて行うものに限る。）に対し不認可の処分を受

けた事実はない。 

 

以上より、本原子炉は電気事業法第二十七条の二十九の二第四項第二

号に適合している。 
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３．発電事業に関する法令遵守態勢の整備その他事業遂行態勢の見直し 

及び継続的改善に関する説明書 

 

 

本原子炉について、電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審

査基準等（以下「審査基準」という。）に基づき、電気事業法第二十七条

の二十九の二第四項第四号の要件を満たしていることを以下のとおり説

明する。 

 

3.1 要件 

【電気事業法】 

第二十七条の二十九の二第四項第四号 

その原子力発電事業者が、申請発電用原子炉に係る発電事業に関する法令の規定を

遵守して当該発電事業に係る業務を実施するための態勢を整備していることその

他当該発電事業を遂行する態勢の見直し及び改善に継続的に取り組むことが見込

まれること。 

 

【電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等】 

（44） 

② 同項第４号の規定については、より具体的には、次の場合とする。［第４号要件］ 

イ 申請発電用原子炉に係る発電事業に関する法令遵守態勢の整備、安全性の向上

及び防災対策に係る取組（以下このイにおいて単に「取組」という。）に関し、

不断の改善を図るため、次に掲げる事項を行うと見込まれることが社内規定等

により確認できる場合 

(ⅰ) 取組を実施する職員及び部門からの提案も踏まえて、社長をはじめとす

る経営層の意思決定により必要な改善に取り組むこと。 

(ⅱ) 次に掲げる改善に取り組むこと。 

ａ．外部の有識者等で構成される組織を設立し、当該組織から定期的に評

価及び提案を受け、その結果を受けて必要な改善に取り組むこと。 

ｂ．一般社団法人原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ）、世界原子力発電事

業者協会（ＷＡＮＯ）等の関係機関による評価を受け、その結果を受

けて必要な改善に取り組むこと。 

ｃ．原子力エネルギー協議会（ＡＴＥＮＡ）にて決定した安全対策を実施

すること。 

ｄ．原子力部門から独立した社内組織による監査を定期的に受け、その結

果を受けて必要な改善に取り組むこと。 

(ⅲ) 内部事象及び外部事象に係る確率論的リスク評価等の定量的なリスク評

価の結果や収集した最新の知見を踏まえ、定期的に必要な改善に取り組

むこと。 

(ⅳ) (ⅰ)～(ⅲ)に掲げる改善に取り組む仕組みに関し、定期的にその有効性

を評価し、必要な仕組みの改善に取り組むこと。 
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ロ 申請発電用原子炉が立地する地域の原子力発電事業に対する信頼を確保し、理

解を得るために必要な取組を推進しながら、その地域の課題の解決に向けた取

組に協力すると見込まれることが社内規定等により確認できる場合 

 

3.2 不断の改善に向けた取組 

3.2.1 経営層による意思決定 

3.2.1.1 審査基準該当箇所 

（ⅰ）取組を実施する職員及び部門からの提案も踏まえて、社長をはじめとする経営

層の意思決定により必要な改善に取り組むこと。 

3.2.1.2 取組状況 

当社は、原子力安全を確保するための品質マネジメントシステム（以下「品質

マネジメントシステム」という。）を確立し、実施するとともに、その有効性を維

持するため、改善を継続的に行うことを目的として「原子力発電所品質マニュア

ル（要則）」を定め、当該要則に基づき、法令遵守態勢の整備、安全性の向上、防

災対策に係る取組を「保安活動に関する関係法令等遵守活動基準」、「安全性向上

評価実施基準」、「本店非常事態対策基準」等の規定文書に明確にしたうえで活動

を実施し、継続的に改善を行っている。 

具体的には、社長は、品質マネジメントシステムの有効性が維持されているこ

と及び改善の機会を得て、必要な措置を講ずることを確実にするための品質マネ

ジメントシステムの評価としてマネジメントレビューを行うこととしている。 

マネジメントレビューのインプットには、「関係法令の遵守、安全文化の醸成活

動、運転管理、廃止措置管理、燃料管理、放射性廃棄物管理、放射線管理、施設

管理、非常時の措置（原子力防災組織、原子力防災訓練を含む）に関連するプロ

セス並びに各種法令等に基づくその他の保安活動に関連するプロセスの成果を

含む実施状況」、「関係法令の遵守状況」、「改善のための提案」等を含めている。 

マネジメントレビューのインプットの作成にあたって、本店及び発電所の品質

保証グループ長は、「利害関係者の意見」、「内部監査」、「プロセスの監視及び測

定」、「改善提案」、「関係法令の遵守状況」等の情報を、「状態報告」等から収集・

分析し、データの分析として、品質マネジメントシステムの改善の必要性につい

て総合的な評価をとりまとめ、安全・品質保証部長、所長の承認を得る。その後、

安全・品質保証部長は、本店及び発電所のデータの分析結果から、マネジメント

レビューのインプットをとりまとめ、「原子力品質保証委員会」の審議、管理責任

者（原子力発電本部長）の承認を受けることとしている。 

社長は、マネジメントレビューのインプットをもとにマネジメントレビューを

行い、アウトプットとして、品質マネジメントシステム及びそのプロセスの有効

性の維持に必要な改善等を管理責任者に指示することとしている。 

マネジメントレビューのアウトプットに対しては、原子力発電本部長、本店組

織の各部長及び各グループ長並びに発電所組織の各所長及び各グループ長が、マ

ネジメントレビュー結果を踏まえた品質目標を設定し、これを達成すること等の

活動を通じて改善を実施することとしている。 

上述のとおり、取組を実施する職員及び部門からの提案も踏まえて、社長をは

じめとする経営層の意思決定により必要な改善に取り組むこととしており、これ
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らの取組について、社内規定に定めている。 

 

3.2.1.3 関連する社内規定等 

【法令遵守態勢の整備、安全性の向上及び防災対策に関連する社内規定等】 

・原子力発電所品質マニュアル（要則） 

・保安活動に関する関係法令等遵守活動基準 

・安全性向上評価実施基準 

・本店非常事態対策基準 

【取組を実施する職員及び部門からの提案に関連する社内規定等】 

・原子力発電所品質マニュアル（要則） 

・改善措置活動管理基準 

・評価改善活動管理基準 

・原子力発電所マネジメントレビュー管理基準 

・原子力品質保証委員会運営基準 

・川内原子力発電所核物質防護規定（要則） 

・核物質防護に係る法令遵守及び核セキュリティ文化醸成活動基準 

 

3.2.2 外部有識者等からの定期的な評価及び提案 

3.2.2.1 審査基準該当箇所 

（ⅱ）次に掲げる改善に取り組むこと。 

a.外部の有識者等で構成される組織を設立し、当該組織から定期的に評価及び

提案を受け、その結果を受けて必要な改善に取り組むこと。 

3.2.2.2 取組状況 

当社は、「原子力に係る安全性・信頼性向上委員会」（以下「本委員会」という。）

を設置しており、本委員会においては、当社の原子力発電所における原子力安全

及び核セキュリティに関する取組について、第三者的な視点から定期的に評価・

提言を受け、それらの安全性・信頼性を継続的に向上させていくこととしている。 

具体的には、本委員会の活動内容に関連する分野（原子力・放射線安全、核セ

キュリティ、原子力防災・地域防災等）の専門家により、原則として年２回程度、

評価・提言を受けることとなっている。その結果を受けて必要となる改善事項に

対しては、「状態報告」を発行し、各所の幹部が参加する改善措置活動（以下「Ｃ

ＡＰ」という。）の中で必要な処置を計画し、実施することで改善に取り組むこと

としている。 

上述のとおり、外部の有識者等で構成される組織を設立し、当該組織から定期

的に評価及び提案を受け、その結果を受けて必要な改善に取り組むこととしてお

り、これらの取組について、社内規定等に定めている。 
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3.2.2.3 関連する社内規定等 

・「原子力に係る安全性・信頼性向上委員会」設置規程 

・「原子力に係る安全性・信頼性向上委員会」運営基準 

・原子力発電所品質マニュアル（要則） 

・評価改善活動管理基準 

・核セキュリティ関係者による相互レビューの実施概要 

・川内原子力発電所発電所防護に係る改善措置活動管理要領 

 

3.2.3 ＪＡＮＳＩ、ＷＡＮＯ等の関係機関による評価 

3.2.3.1 審査基準該当箇所 

b.一般社団法人原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ）、世界原子力発電事業者協会

（ＷＡＮＯ）等の関係機関による評価を受け、その結果を受けて必要な改善に

取り組むこと。 

3.2.3.2 取組状況 

当社は、発電所の安全性と信頼性を向上させるため、ＪＡＮＳＩ、ＷＡＮＯ等

の関係機関による評価を受け、その結果を受けて必要な改善に取り組むこととし

ている。 

具体的には、ＪＡＮＳＩ、ＷＡＮＯ等の関係機関による評価結果を踏まえ、改

善事項対応計画を策定し、改善活動を実施することとしている。 

上述のとおり、ＪＡＮＳＩ、ＷＡＮＯ等の関係機関による評価を受け、その結

果を受けて必要な改善に取り組むこととしており、これらの取組について、社内

規定に定めている。 

 

3.2.3.3 関連する社内規定等 

・外部評価管理基準 

・川内原子力発電所発電所防護に係る改善措置活動管理要領 

 

3.2.4 ＡＴＥＮＡにて決定した安全対策 

3.2.4.1 審査基準該当箇所 

c.原子力エネルギー協議会（ＡＴＥＮＡ）にて決定した安全対策を実施すること。 

3.2.4.2 取組状況 

原子力産業界全体の知見・リソースを効果的に活用し、事業者による、規制の

枠に留まらない自律的かつ継続的な安全性向上の取組を定着させていくことを

目的にＡＴＥＮＡが設立され、当社は正会員として入会しており、ＡＴＥＮＡに

て決定した安全対策等について決定するとともに、実施状況は評価・公開される

ことがＡＴＥＮＡの規約に定められている。 

当社は、品質マネジメントシステムで業務を実施する際は、ＡＴＥＮＡにて決

定した安全対策等を含めて要求事項として明確化したうえで、業務を計画し、実

施することとしている。 

上述のとおり、ＡＴＥＮＡにて決定した安全対策を実施することとしており、
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これらの取組について、社内規定等に定めている。 

 

3.2.4.3 関連する社内規定等 

・原子力エネルギー協議会 規約 

・原子力発電所品質マニュアル（要則） 

・文書管理基準 

・保安活動に関する法令・規制要求事項等の管理要領 

・川内原子力発電所発電所防護に係る改善措置活動管理要領 

 

3.2.5 独立した社内組織による監査 

3.2.5.1 審査基準該当箇所 

d.原子力部門から独立した社内組織による監査を定期的に受け、その結果を受

けて必要な改善に取り組むこと。 

3.2.5.2 取組状況 

当社は、品質マネジメントシステムの要求事項等への適合性を確認するために

内部監査を実施することとしている。 

具体的には、原子力部門から独立した社内組織である原子力監査室が、原子力

部門の品質マネジメントシステムが要求事項に適合していること、有効性のある

実施及び有効性の維持について確認するために年度監査計画を定め監査を実施

することとしている。 

原子力部門は、内部監査で発見された指摘事項、要望事項、助言事項及び良好

事例並びにその他気づき事項に対し、「状態報告」を発行してＣＡＰの中で必要な

処置を計画し、実施することで改善に取り組むこととしている。 

上述のとおり、原子力部門から独立した社内組織による監査を定期的に受け、

その結果を受けて必要な改善に取り組むこととしており、これらの取組について、

社内規定に定めている。 

 

3.2.5.3 関連する社内規定等 

・原子力発電所品質マニュアル（要則） 

・原子力内部監査要則 

・評価改善活動管理基準 

 

3.2.6 定量的なリスク評価の結果や最新知見の活用 

3.2.6.1 審査基準該当箇所 

（ⅲ）内部事象及び外部事象に係る確率論的リスク評価等の定量的なリスク評価の結

果や収集した最新の知見を踏まえ、定期的に必要な改善に取り組むこと。 

3.2.6.2 取組状況 

当社は、安全に関する最新の知見を踏まえつつ、災害の防止に関し、発電用原

子炉の安全性の向上に資する設備又は機器の設置、保安教育の充実その他必要な

措置を講ずる責務を果たすため、安全性向上評価により原子力安全のための取組



9 

について継続的な改善を図ることとしている。 

具体的には、定期的に安全性向上評価として、「最新知見の収集・整理」におい

て、「安全研究、国内外の研究開発情報」等を収集する。また、「安全性向上に係

る活動の実施状況の評価」において、内部事象及び外部事象に係る確率論的リス

ク評価（以下「ＰＲＡ」という。）等を実施する。それらの結果を踏まえ、安全性

向上総合評定委員会にて、安全性向上措置案について総合的に評定し、安全性向

上計画を策定することとしている。なお、ＰＲＡ等については、定期的もしくは

大規模な工事により評価結果が変わることが見込まれる場合に更新する運用と

している。 

上述のとおり、ＰＲＡ等の定量的なリスク評価の結果や収集した最新の知見を

踏まえ、定期的に必要な改善に取り組むこととしており、これらの取組について、

社内規定に定めている。 

 

3.2.6.3 関連する社内規定等 

・原子力発電所品質マニュアル（要則） 

・安全性向上評価実施基準 

・川内原子力発電所発電所防護に係る改善措置活動管理要領 

 

3.2.7 仕組みの有効性評価 

3.2.7.1 審査基準該当箇所 

（ⅳ）(ⅰ)～(ⅲ)に掲げる改善に取り組む仕組みに関し、定期的にその有効性を評価

し、必要な仕組みの改善に取り組むこと。 

3.2.7.2 取組状況 

当社は、マネジメントレビューを通じて、品質マネジメントシステムの有効性

を維持するために、改善が必要な事項を明確にするとともに、必要な措置を実施

し、継続的改善を行うこととしている。 

具体的には、社長が実施するマネジメントレビューの中で、安全・品質保証部

長が、本店組織及び発電所組織が品質マネジメントシステムの改善の必要性を評

価するために実施したデータの分析結果を収集、分析し、総合的な評価結果とし

て、（ⅰ）～（ⅲ）に掲げる取組を含む業務に必要なプロセスの有効性の維持に必

要な改善の提案を行うこととしている。 

上述のとおり、(ⅰ)～(ⅲ)に掲げる改善に取り組む仕組みに関し、定期的にそ

の有効性を評価し、必要な仕組みの改善に取り組むこととしており、これらの取

組について、社内規定に定めている。 

 

3.2.7.3 関連する社内規定等 

・原子力発電所品質マニュアル（要則） 

・原子力発電所マネジメントレビュー管理基準 

・評価改善活動管理基準 

・核物質防護に係る法令遵守及び核セキュリティ文化醸成活動基準 
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3.3 立地地域の原子力発電事業に対する信頼性確保及び地域課題解決に向けた取組に

係る協力 

3.3.1 審査基準該当箇所 

ロ 申請発電用原子炉が立地する地域の原子力発電事業に対する信頼を確保し、理解

を得るために必要な取組を推進しながら、その地域の課題の解決に向けた取組に

協力すると見込まれることが社内規定等により確認できる場合 

3.3.2 取組状況 

当社は、誠実で公正な事業運営を行うこと、ステークホルダーとの真摯なコミ

ュニケーションを図ること及び地域・社会との共生に取り組むこととしている。 

上述のとおり、立地する地域の原子力発電事業に対する信頼を確保し、理解を

得るために必要な取組を推進しながら、その地域の課題の解決に向けた取組に協

力することとしており、これらの取組について、社内規定に定めている。 

 

3.3.3 関連する社内規定等 

・九電グループ企業行動規範 

 

 



 

 

 

 

 
脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るた

めの電気事業法等の一部を改正する法律（令和５年法律

第 44 号）附則第２条第２項の規定に基づく提出書類に

関連する社内規定等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２５年８月５日 

 

九 州 電 力 株 式 会 社 
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１．発電用原子炉の使用の目的に関連する社内規定等 
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２．発電事業に関する法令遵守態勢の整備その他事業遂行態勢の見直し 

及び継続的改善に関連する社内規定等 

 

４号認可要件 

イ  申請発電用原子炉に係る発電事業に関する法令遵守態勢の整備、安全性の向上及び

防災対策に係る取組（以下このイにおいて単に「取組」という。）に関し、不断の改

善を図るため、次に掲げる事項を行うと見込まれることが社内規定等により確認でき

る場合 

（ⅰ）取組を実施する職員及び部門からの提案も踏まえて、社長をはじめとする経営層の

意思決定により必要な改善に取り組むこと。 

○法令遵守態勢の整備、安全性の向上及び防災対策に関連する社内規定等 

（本文「3.2.1.3」に対応） 
【原子力発電所品質マニュアル（要則）】 

 

【保安活動に関する関係法令等遵守活動基準】 

 

【安全性向上評価実施基準】 
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【本店非常事態対策基準】 

 

 

○取組を実施する職員及び部門からの提案に関連する社内規定等 

（本文「3.2.1.3」に対応） 
【原子力発電所品質マニュアル（要則）】 

 

 

 



 

2-3 

 

 



 

2-4 

 

 

【改善措置活動管理基準】 



 

2-5 

 

【評価改善活動管理基準】 



 

2-6 

 



 

2-7 

 



 

2-8 

 



 

2-9 
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【原子力発電所マネジメントレビュー管理基準】 



 

2-11 



 

2-12 
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【原子力品質保証委員会運営基準】 

 



 

2-14 

 

【川内原子力発電所核物質防護規定（要則）】 

 
【核物質防護に係る法令遵守及び核セキュリティ文化醸成活動基準】 
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（ⅱ）次に掲げる改善に取り組むこと。 

a.外部の有識者等で構成される組織を設立し、当該組織から定期的に評価及び提案を

受け、その結果を受けて必要な改善に取り組むこと。 

b.一般社団法人原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ）、世界原子力発電事業者協会（ＷＡ

ＮＯ）等の関係機関による評価を受け、その結果を受けて必要な改善に取り組むこ

と。 

c.原子力エネルギー協議会（ＡＴＥＮＡ）にて決定した安全対策を実施すること。 

d.原子力部門から独立した社内組織による監査を定期的に受け、その結果を受けて必

要な改善に取り組むこと。 

○a.外部有識者等からの定期的な評価及び提案に関連する社内規定等 

（本文「3.2.2.3」に対応） 
【「原子力に係る安全性・信頼性向上委員会」設置規程】 

 

【「原子力に係る安全性・信頼性向上委員会」運営基準】 



 

2-17 

 

 
【原子力発電所品質マニュアル（要則）】 

 

 

  



 

2-18 

【評価改善活動管理基準】 

 
【核セキュリティ関係者による相互レビューの実施概要】 



 

2-19 

 

 

 

  



 

2-20 

【川内原子力発電所発電所防護に係る改善措置活動管理要領】 

 

 

 

○b.ＪＡＮＳＩ、ＷＡＮＯ等の関係機関による評価に関連する社内規定等 

（本文「3.2.3.3」に対応） 
【外部評価管理基準】 

 

 



 

2-21 

 



 

2-22 

 

 

 



 

2-23 

【川内原子力発電所発電所防護に係る改善措置活動管理要領】 

 

 

○c.ＡＴＥＮＡにて決定した安全対策に関連する社内規定等 

（本文「3.2.4.3」に対応） 
【原子力エネルギー協議会 規約】 

 

 

  



 

2-24 

【原子力発電所品質マニュアル（要則）】 

 

 



 

2-25 

 

 

【文書管理基準】 

 



 

2-26 

 

【保安活動に関する法令・規制要求事項等の管理要領】 

 

 



 

2-27 

 

 



 

2-28 

 

 

 

 

【川内原子力発電所発電所防護に係る改善措置活動管理要領】 
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○d.独立した社内組織による監査に関連する社内規定等 

（本文「3.2.5.3」に対応） 
【原子力発電所品質マニュアル（要則）】 

 

 

 

 



 

2-30 

【原子力内部監査要則】 

 

 

 

 

 

 

  



 

2-31 

【評価改善活動管理基準】 

 

 

  



 

2-32 

（ⅲ）内部事象及び外部事象に係る確率論的リスク評価等の定量的なリスク評価の結果や

収集した最新の知見を踏まえ、定期的に必要な改善に取り組むこと。 

○定量的なリスク評価の結果や最新知見の活用に関連する社内規定等 

（本文「3.2.6.3」に対応） 
【原子力発電所品質マニュアル（要則）】 
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【安全性向上評価実施基準】 

 

 



 

2-34 

 

 

 



 

2-35 

 



 

2-36 

 

 



 

2-37 

 



 

2-38 

 

 

【川内原子力発電所発電所防護に係る改善措置活動管理要領】 
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（ⅳ）(ⅰ)～(ⅲ)に掲げる改善に取り組む仕組みに関し、定期的にその有効性を評価し、

必要な仕組みの改善に取り組むこと。 

○仕組みの有効性評価に関連する社内規定等 

（本文「3.2.7.3」に対応） 
【原子力発電所品質マニュアル（要則）】 

「取組を実施する者及び部門からの提案に関連する社内規定等」参照。 

【原子力発電所 マネジメントレビュー管理基準】 

「取組を実施する者及び部門からの提案に関連する社内規定等」参照。 

【評価改善活動管理基準】 

「取組を実施する者及び部門からの提案に関連する社内規定等」参照。 

【核物質防護に係る法令遵守及び核セキュリティ文化醸成活動基準】 

 

 



 

 

 

原子力発電所品質マニュアル（要則）より抜粋 

2
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0
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原子力発電所品質マニュアル（要則）より抜粋 
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ロ  申請発電用原子炉が立地する地域の原子力発電事業に対する信頼を確保し、理解を

得るために必要な取組を推進しながら、その地域の課題の解決に向けた取組に協力す

ると見込まれることが社内規定等により確認できる場合 

○立地地域の原子力発電事業に対する信頼性確保及び地域課題解決に向けた

取組みに係る協力に関連する社内規定等 

（本文「3.3.3」に対応） 
【九電グループ企業行動規範】 

 

 



 

関連する社内規定の概要一覧 

No. 社内規定文書の名称 管理番号 最終改正日等 概 要 

１ 原子力発電所品質マニュアル（要則） 原発本則第 116 号 2025/ 7/ 1 

本原子力発電所品質マニュアル(要則)は、「川内原子力発電所原子炉施設保安規定（要則）」の品質マネジメ
ントシステム計画等に示す品質マネジメントシステムに係る各要求事項に従い、当社が原子力安全を確保す
るための品質マネジメントシステムを確立し、実施するとともに、その有効性を維持するため、改善を継続
的に行うことを目的とする。 

２ 保安活動に関する関係法令等遵守活動基準 原発本則第 241 号 2023/ 7/ 1 

本基準は、「品質マニュアル（基準）」、「コンプライアンス管理規程」及び「九州電力コンプライアンス委員
会設置規程」に基づき、本店組織の保安活動に関する関係法令、「原子炉施設保安規定」、「保安規程（原子
力）」及び「保安規程（原子力発電所自家用電気工作物）（要則）」の遵守を確実なものとするための活動の手
順を定め、適切に実施することを目的とする。 

３ 安全性向上評価実施基準 原発本則第 244 号 2025/ 7/ 1 
本基準は、「品質マニュアル（基準）」に基づき、本店原子力部門が実施する安全性向上評価に係る事項を定
め、適切に実施することを目的とする。 

４ 本店非常事態対策基準 原発本則第 205 号 2025/ 7/ 1 
本基準は、「玄海原子力発電所原子力事業者防災業務計画（規程）」、「川内原子力発電所原子力事業者防災業
務計画（規程）」及び「品質マニュアル（基準）」に基づき、本店における非常事態対策の迅速かつ円滑な推
進を図ることを目的とする。 

５ 改善措置活動管理基準 原発本則第 251 号 2025/ 7/ 1 

本基準は、「品質マニュアル（基準）」の「8.1 一般」に基づく監視、測定、分析及び改善のプロセスのうち、
安全上の問題を自ら見つけ出し、これを解決することにより、重要な問題の再発防止及び自主的安全性向上
に向けた未然防止に取り組むための改善措置活動（CAP：Corrective Action Program）に関する事項等につ
いて、必要な措置を円滑に実施するための運用管理を図ることを目的とする。 

６ 評価改善活動管理基準 原発本則第 220 号 2025/ 7/ 1 
本基準は、「品質マニュアル（基準）」に基づき本店組織が実施する品質目標の設定、プロセスの監視及び測
定、品質マネジメントシステムのデータの分析及び内部監査結果に対する改善の手順を定めることにより、
品質マネジメントシステムの継続的改善を適切に実施することを目的とする。 

７ 原子力発電所マネジメントレビュー管理基準 原発本則第 219 号 2025/ 7/18 

本基準は、「原子力発電所品質マニュアル（要則）」に基づき社長が実施する品質方針の作成、本店組織
及び発電所組織に対するマネジメントレビューの手順等を定めることにより、品質マネジメントシステム
がその意図した結果を達成することを確実にするため、品質マネジメントシステムの継続的改善を適切に
実施することを目的とする。 

８ 原子力品質保証委員会運営基準 原発本則第 203 号 2025/ 7/ 1 

本基準は、「原子力発電所品質マニュアル（要則）」及び「品質マニュアル（基準）」に定める原子力品
質保証委員会及び品質保証連絡会議の運営に関する必要事項を定め、本店組織と発電所組織の間及び本店
組織内における品質マネジメントシステムに関する内部コミュニケーションを適切に実施することを目的
とする。 

９ 
「原子力に係る安全性・信頼性向上委員会」設置
規程 

社原監則第１号 2024/ 4/ 1 
本規程は、「原子力に係る安全性・信頼性向上委員会」の設置に関する必要な事項を定めることを目的とす
る。 

10 
「原子力に係る安全性・信頼性向上委員会」運営
基準 

原監則第４号 2024/ 4/ 1 
本基準は、「原子力に係る安全性・信頼性向上委員会」設置規程に基づき、本委員会の具体的な運営に関する
事項を定める。 

11 外部評価管理基準 原発本則第 245 号 2025/ 7/ 1 
本基準は、「品質マニュアル（基準）」に基づき、世界原子力発電事業者協会（World Association of Nuclear 
Operators; WANO）、原子力安全推進協会（Japan Nuclear Safety Institute; JANSI）によるピアレビュー
等の外部機関による評価に関し、その管理方法を定め、原子力安全の更なる改善に資することを目的とする。 

12 文書管理基準 原発本則第 213 号 2025/ 7/ 1 

本基準は、「規定文書管理規程」、「規定文書取扱要則」及び「規定文書審査実施基準」並びに「文書取扱基
準」等に基づき、本店各部門等の文書及び記録の管理方法を定め、適切な運用を行うこと、及び不適切な使
用又は変更（未承認文書の使用、誤った変更及び文書の保安に関する組織外への不適切な流失等）を防止す
ることを目的とする。 

13 
保安活動に関する法令・規制要求事項等の管理
要領 

原発本要領第 313 号 2025/ 7/ 1 

本要領は、「品質マニュアル（基準）」及び「文書管理基準」に基づき、原子力発電所の保安活動に関す
る法令・規制要求事項及び民間規格等の要求事項を明確にするとともに、その保管方法及び法令、民間規
格等の改正時に適切に要求事項の見直しを行うための管理方法を定め、本店組織が行う品質保証活動の充
実を図ることを目的とする。 

 

枠囲いの範囲は、防護上の観点に係る事項のため公開できません。 

参考資料 



No. 社内規定文書の名称 管理番号 最終改正日等 概 要 

14 原子力内部監査要則 原監則第１号 2024/ 6/10 

本要則は、「保安規程（原子力）」、「保安規程（原子力発電所自家用電気工作物）（要則）」、「玄海原子力発電
所原子炉施設保安規定（要則）」及び「川内原子力発電所原子炉施設保安規定（要則）」、「原子力発電所品質
マニュアル（要則）」並びに「グループ内部監査規程」に基づき、客観的な評価を行う組織として原子力監査
室が実施する原子力内部監査を円滑かつ適正に遂行するため、監査の計画、実施、結果の報告、有効性の維
持等について定めたものである。 

15 九電グループ企業行動規範 全社指針第９号 2022/ 4/28 

九電グループは、お客さまや地域の皆さま、株主・投資家の皆さま、サプライチェーンの皆さま、従業員か
らの信頼を事業の基盤、成長の源泉として、地域・社会とともに持続的に発展することを目指します。皆さ
まからの信頼を強固なものにしていくため、社会の情勢変化に対する高い感度をもち、国の内外において以
下の原則に基づき行動し、事業を通じて「社会価値」と「経済価値」の双方を創出するサステナビリティ経
営を徹底する旨を宣言。 

16 川内原子力発電所核物質防護規定（要則） 原発本則第 13 号 2025/ 6/ 4 

 
 
 
 
 

17 
核物質防護に係る法令遵守及び核セキュリティ
文化醸成活動基準 

原発本則第 240 号 2024/ 4/ 1 

 
 
 
 
 

18 
川内原子力発電所発電所防護に係る改善措置活
動管理要領 

川内原要領 11-10 2025/ 7/ 1 
 
 
 

 


